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エネルギー・気候プログラム 

IBMは、気候変動を、地球が直面している最も深刻な世界的環境問題の1つと認識しています。 当社は、

世界中の企業、政府、社会が協力して、温室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）の大気中での濃度を安定

化させることが必要だと考えています。 

IBM は、過去数十年間にわたり、省エネルギーと気候変動防止プログラムを通じて、先駆的に気候変動

の問題に対応してきました。 その取り組みを要約すれば、次のようになります。 

¶ 長期的、かつグローバルなコミットメント 

¶ 事業活動、製品、サービスをカバーする包括的かつ多面的なプログラム 

¶ 先進的なイノベーションとお客様へのソリューション 

¶ 初期段階から今日に至る、IBM、お客様、世界の利益となる大きな成果 

5つの戦略 

会社の事業活動における環境への影響を緩和するため、IBM は、温室効果ガスの排出量を削減するた

めの 5 つの戦略を持っています。 

1. 施設および製造業務の設計、建築、更新、運営を通じてエネルギーおよび資材の使用を最適化し、

排出される温室効果ガスを削減する。 

2. 可能な場合は、CO2 排出量の尐ない再生可能エネルギー源から発電された電力を購入する。 

3. 半導体製造に必要なパーフルオロ化合物（温室効果ガスの1つ）を効率的に使用し、その排出量を

削減する。 

4. 社員の通勤と出張を削減する。 

5. IBM の物流業務の効率を改善する。 

さらに、ハードウェア製品、ソフトウェア製品、サービスの領域では、IBM の戦略の一部として、エネルギー

効率の高い製品の設計やエネルギー効率の高いソリューションのお客様への提供も行われ、これがまた気

候変動の防止にも貢献しています。 詳細は、「製品エネルギー効率」および「データセンターのエネルギー

効率」をご覧ください。 

IBM は、全社的にも部分的にも、カーボン・オフセットを活用して「カーボン・ニュートラル」を達成する計

画は持っていません。 温室効果ガス排出量削減に向けてのIBM の努力は、気候変動防止に対して当社

が最も大きなプラスの影響を与えることができる領域で成果を上げることに重点を置いています。 そのため

に、IBM としてもお客様の側でも実際にエネルギー効率を高めて温室効果ガス排出量を削減することので

きる対策、製品、ソリューションに対して、利用可能なリソースを投入しています。 
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省エネルギー 

省エネルギーに対するIBM の取り組みは、1974 年にさかのぼり、その後も衰えることなく継続しています。 

省エネルギーは、IBM の包括的かつ多面的な気候変動防止プログラムの重要な要素です。 なぜなら、当

社の施設に電力を供給する電力会社からのCO2 の排出や、冷暖房用燃料の使用に伴うCO2 の排出が、

IBM の事業活動に関連する最大の気候変動での影響要因だからです。 

2008 年の省エネルギー 

目標： 2008年の IBMの総エネルギー使用量(実績)の 3.5%に相当する省エネルギーを達成する。 

実績： 2008年、IBMの全社的な省エネ・プロジェクトにより、総エネルギー使用量の 6.1%に相当する 

省エネルギーを実現しました。 

 

IBM の省エネルギー目標は、当年の年間使用総エネルギー（電力と燃料）の3.5%に相当する省エネルギ

ーを毎年達成するというものです。 2008 年には、IBM の全社的な省エネ・プロジェクトにより、総エネルギ

ー使用量の 3.5%減という目標に対して、6.1%に相当する省エネルギーを実現しました。 これらの省エネ・プ

ロジェクトにより、2 億 3,500 万キロワット時（kWh）の電力消費と、23,850 キロリットル（630 万ガロン）の燃料

消費を回避しました。 CO2 に換算すれば、21 万 5,000 トンを回避したことになります。 省エネ・プロジェクト

ではまた、エネルギー効率重視の姿勢を全面的に強化し、施設の運用システムに対して標準となる対策を

グローバルに実行することで、3,230 万ドルのエネルギー費用を節約することができました。 

当社の省エネルギー目標では、事業活動におけるエネルギー消費の実際の削減や回避が伴うプロジェ

クトしか認められません。 規模の縮小によるエネルギー消費量の削減、事業の売却、燃料の転換やピーク

シフトといった経費削減行動は、省エネルギーとして算定されません。 また、省エネ・プロジェクトからの削

減（節約）は、最初の１２ヶ月分しか含まれないため、上記の結果は控えめな算定となります。 すなわち、最

初の１２ヶ月以後の継続的節約は、集計に含まれていません。 従って、これらの省エネ活動による総エネ

ルギー節約量および総CO2 排出回避量の実際の値は、IBM の算定方法に基づく毎年の集計結果の単純

合計よりも大きくなります。 

IBM は毎年の省エネルギー活動を通じて、1990 年から2008 年で、49 億 kWh の電力消費を

節約し、約330 万トンのCO2 排出を回避し（IBM が 1990 年に世界全体で排出したCO2 の 48%

に相当）、3 億 4,300 万ドルを超える経費を節約しました。 

2008 年の省エネ結果は、2007 年の省エネ実績である3.8 パーセントと比較して、大幅な増加となります。 

この結果には、フルタイムの専門エネルギー技術者を擁する単一のグローバル部門を設置した強力な社内

エネルギー管理プログラムが貢献しています。 エネルギー・チームには、世界中にベスト・プラクティス・チ

ームがあり、照明、暖房、換気、空調（HVAC）、ユーティリティー・プラント、圧縮空気システム、データセンタ

ー、IT システム、カフェテリア、オフィス・システム向けに作成した詳細なチェックリストを活用しています。 チ

ェックリストは、2007 年に全社的データベースを通じて、エネルギー使用量の大きい上位130 拠点（IBM 全

体のエネルギー使用量の 72%を占める）に導入され、今後2 年間には、電力使用量が200 万 kWh を超える

すべての拠点に導入されます。 

その成果の分析に基づき、IBM は、2007 年と2008 年にそれぞれ 900 万ドルをエネルギー・プロジェクト

に投資しました。 これは、通常の事業予算とは別の追加的措置です。 
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エネルギー管理チームは、エネルギー効率を改善するあらゆるプロジェクトに注意を払ってきました。 

2008年には、214 拠点で照明の撤去、高効率照明の設置、照明スケジュールの変更を行い、合計3,800 万

kWh、390 万ドルを節約しました。 小規模オフィスでの130kWh の削減から大規模施設での540 万 kWh の

削減まで、さまざまな省エネ・プロジェクトがこれに含まれます。 同様の成果は、各建造物の空調制御の調

整やスケジュール変更によっても達成され、125 を超える拠点で実施された省エネ・プロジェクトにより、

4,570万kWh、75,500MMBTU（百万英熱量単位）の電力および燃料消費を削減し、560万ドルを節約しまし

た。 この結果から分かるように、チェックリストは効果的なプロジェクト重点項目を提供し、それがさらなる改

善の原動力となっています。 

IBM は、2007 年と 2008 年に、リコミッショニング・プログラムの拡大に大規模に取り組み、Texas A&M 

Energy Systems Lab Continuous Commissioning®チームにIBM の主要 28 拠点を委託しました。 2007 年と

2008 年には、2,520 万 kWh の電力（220 万ドル）、16 万 6,000MMBTU の燃料（190 万ドル）、8 万

8,000MMBTU の冷水（90 万ドル）の削減余地が、このプログラムで確認されました。 データに基づく、統制

のとれたリコミッショニング・プログラムは、IBM にとって、最小限の投資で既存資産の成果を最大化すること

に役立ちました。 また、この努力を補完するものとして、IBM は、インターネット・ベースの集中管理ソフトウ

ェア・システムを有しています。 これによって、北米主要24 拠点 1,500 カ所以上の計測ポイントでエネルギ

ー使用を 15 分間隔で追跡し、エネルギー設定が最適な状態から外れそうな地点があれば、それを特定で

きるようにしています。 

IBM はまた、データセンターのエネルギー効率を改善するための主要プロ

グラムも確立しています。 IBM Researchがサーマル・マッピング・ツールとして

開発したMobile Measurement Technology(MMT)を活用し、ベスト・プラクティ

スや空調再調整の調査を、3 万キロワット（kW）を超える需要のあるIBM の戦

略的データセンター9 カ所で実施しています。 この評価によって、2,100kW

（7%）のエネルギー需要の削減余地が発見され、その内約110kW がすでに削

減されています。 残りの削減余地については、そのほとんどを実現するため

の作業が現在進められています。 このプログラムのもう1 つの側面は、尐ない

エネルギーで多くの作業をこなすためのサーバー統合です。 2008 年には、

19 カ所のデータセンターでさまざまなサーバー機能を統合し、1,000 万 kWh

の電力と100 万ドルの経費を節約しました。 IBM では、このようなサービスや

技術を世界のお客様向けに提供し、エネルギー面や気候面でのメリットを当

社業務の枠を超えて広げています。 
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バーモント州バーリントンにあるIBM の拠点では、新たなプロジェクトが

完了しています。 これは、冬の冷たい外気を工場のハイテク製造施設の

運転に必要な冷水の供給に役立てるものです。 

フリー・クーリングと呼ばれるこの新システムでは、工場の大型空調シス

テムと冷たい外気を一体的に活用し、冬季の冷却需要の50%をまかないます。 潤沢な冬の外気を活用す

ることで、IBM は大型冷却装置の一部を停止することができ、年間の電力費用を40 万ドル節約できると見

込まれています。 

フリー・クーリング・システムの費用は、その一部がGreen Mountain Power（GMP）のEnergy Efficiency 

Fund によってまかなわれています。 2007 年に始まったこの基金は、GMP のお客様がエネルギー効率向

上の財務的、環境的メリットを最大限受けることができるようにすることを目的としています。 IBM は、このプ

ロジェクトの費用の一部として、その基金から約150 万ドルを受け取りました。 

フリー・クーリングのシステムは、毎分45,420 リットル（1万 2,000ガロン）の冷水を循環させる能力を持ち、

2,500 台の窓用空調機の冷却能力に相当します。 このシステムは、2008 年 12 月に稼働を開始し、天候条

件次第で毎年 11 月から4 月まで利用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業買収および事業売却の影響による基準値の変化を考慮しない実際のＣＯ2 排出量 

上記の数値には、リースされているIBM のオフィス・スペースの概算値が含まれます。ＣＯ2 排出量は、電気、燃料用石油、

天然ガスを含むすべての使用エネルギーを対象に計算しています。 

IBM は、「世界資源研究所」(World Resources Institute: WRI)および「持続可能な開発のための世界経済人会議」(World 

Business Council for Sustainable Development: WBCSD)によって策定された温室効果ガスの報告プロトコルに従って、 

ＣＯ２排出量のデータ収集と報告を行っています。 

ＣＯ2 排出量のデータには、IBM が再生可能エネルギーを購入したことによるＣＯ2 排出回避量も含まれます。 

2004 

電力・燃料使用量 

( x1,000 GJ)   （x1,000 MMBTU） 

CO2（概算） 

（x1,000 トン） 

2,420 

22,535           21,360 2,192 

2,489* 

電力・燃料使用量および CO2排出量 

 （ スコープ1 および2） 

 

2,502 

2,541 

年 

2005 

2008 

2007 

2006 

23,875           22,630 

23,728           22,491 

24,938           23,638 

23,677           22,443 

IBMフリー・クーリング・プロジェクト 

*：  



 

 

5 

CO2排出量の削減 

1990 年から2005 年までの間にIBM の省エネルギー活動によって削減、回避されたCO２排出量は、1990

年のエネルギー使用に伴うCO２排出量の 40 パーセントに相当します。 この成果をさらに前進させるため、

IBM は、より野心的な「第2 世代」目標を設定しました。 これは、2012 年までに、省エネルギーと再生可能

エネルギーの調達によって、IBM のエネルギー使用に伴うCO２排出量を基準年の2005 年比で 12 パーセ

ント削減するという目標です。 

2008 年には大きな省エネを達成し、エネルギー関連CO２排出量を2007 年比で 3.4 パーセント削減しま

した。 再生可能エネルギーの2008年の調達量は、総エネルギー使用量の8.6 パーセントに相当しました。 

2008 年末時点で、IBM のエネルギー使用に伴うCO２排出量は、省エネルギーおよび再生可能エネルギ

ーの調達によって、基準年の2005 年比で 1.6%の削減を達成しました。 

 

 

 

 

 

 

*： 2005 年の基準排出量は、事業買収および事業売却の影響を考慮した調整値。 

2007 年から2008 年にかけての削減に貢献した主な要因は、省エネルギーに向けての強力な全社的努

力でした。 

PFC排出量の削減 

IBM は、半導体製造事業でパーフルオロ化合物（PFCs）を排出しています。PFC 排出量(CO2 換算値)は、

エネルギー使用に伴う間接的なCO２排出量に比べると尐量ですが、IBM は、1998 年に半導体メーカーとし

て初めてPFC の数値削減目標を定めました。 

PFC排出量の削減  

目標：半導体製造による PFC排出量を、1995年を基準年として 2010年までに 25%削減する。               

実績：2008年末時点で、IBMによる排出量は、1995年の基準量である CO2換算 38万 1,000トンを 

30%削減しました。 

 

 

2008 年の PFC 排出量は前年比で若干増加しま

した。これは、半導体製造施設での製造数量や

製品構成の変動が原因です。 

CO2排出削減量（x1,000 トン） 

PFC排出量削減 

 （トン-CO2） 
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再生可能エネルギーの調達と促進 

2008 年に、IBM は 4 億 5,000 万 kWh の再生可能エネルギーを購入しました。 2008 年の当社の世界全

体での使用電力の8.6 パーセントです。 これは、17 万 6,000 トンのCO2 排出を回避したことを意味します。 

 

 

 

2008 年におけるIBM の省エネ活動と再生可

能エネルギーの調達によって、39 万 1,000 トンを

超えるCO2 排出を回避することができました。 

IBM は、自社利用のための再生可能エネルギーを調達するだけでなく、IT 関連研究開発への投資を通

じて再生可能エネルギーの供給面と価格面を改善するための取り組みも行っています。 

¶ ソーラー技術の発展： IBM は、太陽光発電について4 つの主要領域で研究を進めています。 既

存技術の活用による安価で効率性の高いシリコン太陽光発電セルの開発、新しい薄膜光電デバイ

スの開発、太陽エネルギーを効率的かつ経済的に活用する集光発電技術の先駆的開発、そして

半導体量子ドットやナノワイヤーのような構造に基づいた将来的な太陽光発電のアーキテクチャー

の研究です。 

¶ スマート・グリッドの構築： IBM は、電力会社向けに、送電網にデジタル情報階層を持たせることが

できるソリューションを開発、提供しています。 これによって、発電所からコンセントまでの送電経路

全体にわたる双方向のエネルギーの流れを、電力会社が自動化、監視、制御することができるよう

になります。 スマート・グリッドではまた、風力や太陽光発電のような再生可能エネルギー源を組み

込むこともでき、局所的に分散電源やプラグイン電気自動車に対応することも可能です。 

¶ 廃棄シリコン・ウェハーの有効利用： 太陽光エネルギー技術は、シリコンが入手可能であるかどうか

の影響を受けます。 IBMでは、自社の半導体製造事業から発生する廃棄シリコン・ウェハー（コンピ

ューターから家電製品電子部品まで、あらゆる装置内のチップの基盤として利用される材料）を有

効に再利用することを可能とする研磨プロセスを開発しました。 この新プロセスは、コンピューター

業界全体が廃棄するシリコン・ウェハーの量を年間で推定300 万枚削減することに役立っているだ

けでなく、太陽光エネルギー産業への新たな原材料供給源ともなっています。 

この写真は、IBM 製ウェハーを太陽電池パネルに転用す

る特許プロセスを示しています。 左から順に見ていくと、欠

陥ウェハーを研削して機密情報を除去し、灰色のシリコン・ウ

ェハーが出来上がっていく様子が分かります。 このようにし

て埋め立て処分を免れたウェハーは、太陽電池メーカーに

販売され、四角形に切断されて太陽電池パネルに再利用さ

れます。 

再生可能エネルギー調達量 

 （総電力に占める割合） 
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日本 IBMの省エネルギー 

日本 IBM における2008 年の省エネルギー率は3.7％と、IBM 全体の目標 3.5％を達成することができま

した。 また、2008 年の CO2 排出量は約 6 万 9,000 トンで、2005 年に対して約65％となり、CO2 排出量を約

35%削減*したことになります。 日本 IBM は、今後もデータセンターでのエネルギー効率の向上などに取り

組み、これにより気候変動防止に貢献していきます。 

*： 工場の売却によるCO2 排出量の削減も含まれます。 

 

 

 

 

 

 

日本初の「グリーン電力研修所」(天城ホームステッド) 

1968 年 4 月に開設した天城ホームステッドは、お客様のエグゼクティブを迎え、ビジネス変革に役立つ各

種テーマについて理解を深めていただくための施設です。 多くのセミナー、シンポジウムや、各界のオピ

ニオン・リーダーを招いての有識者会議なども開催しています。 

日本 IBM は、省エネルギー活動による温室効果ガスの削減を推進していますが、自然エネルギー採用

による削減も積極的に進めており、当ホームステッドにおいては2002 年 8 月に太陽光発電システム、2003

年 5 月には太陽光と風力を利用したハイブリッド外灯を設置し、ロビー照明などで利用してきました。 2004

年 10 月より、新たに「グリーン電力証書システム」*を導入し、年間約100 万 kWh の全消費電力を自然エネ

ルギーで賄う日本初の「グリーン電力研修所」施設となりました。 この天城ホームステッドにおける「グリーン

電力証書システム」の詳細は、以下のとおりです。 2004 年 10 月より日本IBM は天城ホームステッドの名前

で、日本自然エネルギー（株）に対して、天城が年間消費する電力量相当分（100 万ｋWh)の自然エネルギ

ー発電を委託しています。 これにより森ヶ崎水再生センターのバイオマス発電の費用を間接的に負担する

ことになり、天城ホームステッドがCO2 排出削減に貢献していることになります。 下水処理で発生するメタン

ガス等によりバイオマス発電された電力は、森ヶ崎水再生センター所内で利用され、天城で実際消費する

わけではありませんが、「グリーン電力証書システム」*では、「天城ホームステッドで使用する電気の約100%

をバイオマス発電による電気でまかなっています。」とみなすことができます。 

また、グリーンエネルギー認証センター（第三者認証機関）が発電実績を認証し、その認証に基づき、日

本自然エネルギー（株）が日本IBM(天城ホームステッド）に対して「グリーン電力証書」を発行します。 

CO2排出量（x 1,000トン） 

省エネルギー率（%） 

69 

2004 2005 2006 2007 

106 86 69 

2008 

110 

3.9 1.7 1.3 3.7 4.2 

日本 IBMのエネルギー（電気／燃料油／ガス／冷温水）使用による CO2排出量と省エネルギー率 
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*： 「グリーン電力証書システム」の詳細は、日本自然エネルギー株式会社のホームーページ（www.natural-e.co.jp/）をご参照ください。 

 

 

http://www.natural-e.co.jp/
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自主的気候変動防止イニシアチブ 

IBM は、シカゴ気候取引所（CCX: Chicago Climate Exchange®）の創設メンバーです。 CCX は、自主参

加型の排出量取引システムで、加盟企業に対して温室効果ガス排出量削減の確約を義務づけています。 

IBM では、カナダ、メキシコ、米国の事業からのスコープ1(ボイラーなどからの直接排出)とスコープ2(電気

の使用に伴う間接排出)の温室効果ガス排出を対象に、CCX に参加しています。 2008 年末までに、IBM

は、1998～2001 年の CCX ベースライン比で温室効果ガスを18.5 パーセント削減し、確約した4.5 パーセ

ント削減を上回りました。 

IBM は、2008 年も米国環境保護庁(EPA)のクライメート・リーダー・プログラムへの参加を継続し、「世界自

然保護基金」(World Wildlife Fund: WWF)のクライメート・セイバーズ・プログラムでは、第2 世代目標を設定

しました。 この取り組みの中心となるものが、IBM の「第2 世代」CO2 排出量削減目標です。 

このような取り組みを支えるために、また情報通信技術（ICT）がエネルギー効率の高い経済への転換に

重要な役割を果たすというIBM のビジョンに沿うものとして、IBM は、クライメート・セイバーズの枠組みの中

でその姿勢をさらに強化し、ICT システムのバックボーンを成すデータセンターのエネルギー効率とエネル

ギー利用率を改善することを確約しました。 そのために、社内でのプロジェクトを実行するだけでなく、お客

様による同様の取り組みを支援していきます。 詳細は、「データセンターの電力管理およびサービス」をご

覧ください。 IBM としては、こうした取り組みを通じて省エネルギーをリードする役割を継続的に果たし、デ

ータセンター内だけでなく、データセンター施設のインフラストラクチャーにおいてもエネルギー効率を改善

していきます。 

気候変動に対処する戦略の実行におけるIBMの継続的な優れた取り組みが認められ、IBMグローバル・

ビジネス・サービスは、クライメート・セイバーズ・プログラムの技術支援企業となり、参加企業が温室効果ガ

ス目録、気候変動戦略、管理アプローチを策定する際の支援を提供しています。 

交通イニシアチブ 

社員の通勤およびリース・レンタル車両 

IBM は、社員の通勤を削減するプログラムを積極的に推進してきました。 この努力の主要な手段として、

IBM には、2 つの柔軟性の高い勤務プログラムがあります。 

¶ 在宅勤務プログラム： 多くの社員を対象に、自宅をオフィスとすることを可能とするもの 

¶ モバイル社員プログラム： その他多くの社員を対象に、毎週指定された日数の在宅勤務を可能と

するもの 

世界的に 11 万 8,000 人を超える社員（25%超）が、上記のプログラムのいずれかに参加しています。 これ

は、社員が仕事と私生活とのバランスを取ることに役立っているだけでなく、環境上のメリットもあります。 

2008 年には、IBM の在宅勤務プログラムによって、米国だけでも約26,880 キロリットル（710 万ガロン）の燃

料を節約し、6 万 2,600 トンを超えるCO2 排出を回避しました。 

世界的に多くのIBM の拠点で、公共交通機関の駅へのシャトルバスなど、公共交通システムを利用する

ための支援が提供されています。 また、日中のビジネスでの移動用に利用できる代替輸送や貸出し車両

の提供といった取り組みも行われています。 社員に乗用車を貸し出す事業所において、IBM は、低燃費

車に移行する努力を継続的に進めています。 
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出張 

IBM の出張では、飛行機とレンタカーの利用が中心で、一部で鉄道を利用しています。 IBM では、出張

距離の記録を取って継続的に出張パターンの把握に努め、ビジネスニーズを満たす方法の最適化と環境

への影響の最小化の機会を追求しています。 

IBM の事業活動では、お客様のニーズやその他のビジネスニーズを満たすために社員の出張が必要と

なることがありますが、可能な場合には出張を減らすことができるよう、必要なIT ツールの開発、配備、継続

的拡充も行っています。  こうしたIT ツールは、出張することなくリアルタイムで共同作業を行うことを可能と

するもので、全社的に広く展開されています。 具体的には、e-ミーティング、ウェブ会議、高度音声会議、

ビデオ会議、インスタント・メッセージのツールがあります。 一例として、IBM では、2008 年に約 17 万 5,000

回のウェブ会議が開かれ、参加者数は130 万人、接続時間は1 億 300 万分を超えました。 

物流の効率 

IBM は、製品輸送に伴うCO2 排出量を削減するため、効率的な包装設計を行うとともに、包装設計や物

流合理化の面で仕入れ先との協業を進めています。 物流面では、IBM は米国環境保護庁の SmartWayTM 

Transport Partnershipに参画しています。 これは、物流業務に伴う燃料効率を改善して温室効果ガス排出

量を削減することを目指す自主参加型プログラムです。 

2008 年には、IBM の米国内および米国からカナダおよびメキシコへの製品輸送費の86 パーセントが、

SmartWayTMに参加している運送会社に支払われました。 IBMはまた、IBM System zおよびスーパーコンピ

ューター製品群の北米お客様向け出荷（米国内および米国からカナダまたはメキシコ）をすべて

SmartWayTM に参加している運送会社に委託する取り組みを決定しています。 この取り組みにより、IBM は、

SmartWayTM のロゴを製品包装に使用することが許可されました。そのような許可を受けた数尐ない

SmartWayTM への参加荷主の一員として、IBM は、これらの製品群にSmartWayTM のロゴを使用しています。 

IBM はまた、世界の配送業務に対して特定のSmartWayTM 要件を自主的に適用しています。 

IBM のグローバル・ロジスティクス部門では、物流の取引レベルのデータを分析し、IBM が開発したカー

ボン・トレードオフ・モデラー（Carbon Trade-Off Modeler）を活用してさまざまな要素の相互作用をモデル化

しています。 モデル化の対象となる要因には、輸送タイプ、燃料、包装質量、貨物統合、代替運送会社、

サービス・レベル契約があります。 このイニシアチブにより、IBM グローバル・ロジスティクスは、モデラーが

これらの要因中で特定したメリットを活かす意思決定をすることができます。 

IBM の包装プログラムも、革新的な包装設計を通じて当社の出荷製品の容積と質量を削減し、輸送に伴

うCO2 排出量の削減に役立っています。 この領域での成果については、本報告書の前の方で説明してい

ます。 

サプライ・チェーン要件 

一般的に、IBM は仕入れ先や事業範囲外の輸送網におけるCO2 排出量を推定することはありません。 

多くのメーカーと同様、IBM は世界中の何千もの供給業者と取引関係にあります。 そうした取引先の種類

はさまざまで、専らIBM 向けだけのビジネスをしている取引先は、あったとしても尐数でしょう。 

さらに、こうした取引先が使用するエネルギーの構成もさまざまです。 また、取引先がIBM に提供する商

品やサービスに関連して使用したエネルギーの量について、それを他の企業（お客様）に提供された商品

やサービスに関連するエネルギーと区別して意味のある推定量や割合を求めることは不可能だと、IBM は
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考えています。 さらに、どの取引先の事業範囲も、ビジネスニーズに左右されて常に変化しています。 

また、おそらく最も重要な点として、温室効果ガス排出量削減の真の成果は、直接的にはそれぞれの企

業が責任を持って自社による排出の問題に取り組み、エネルギー効率を改善することから生まれるものだと、

IBM では考えています。 

IBM は長い間、環境に責任を持つ供給業者と取引をする姿勢を維持してきました。 当社は、気候変動

に関して2 つの具体的なイニシアチブを実行してきました。 

¶ Electronic Industry Citizenship Coalition （EICC）のメンバーとして、IBM は、電子産業に属する企

業が仕入れ先に対して温室効果ガスの目録作成、開示、削減を促すために利用できる共通のアプ

ローチの策定に貢献しています。 EICC は、サプライ・チェーンにおけるエネルギー使用と温室効

果ガス排出の開示を可能とするツールを作成するとともに、仕入れ先が自身のエネルギー使用およ

び温室効果ガス排出目録を作成する際の助けとなる教育モジュールも作成しています。 

¶ 2008 年前半に、IBM は、カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）のサプライ・チェーン・プ

ロジェクトに参加しました。 この協働を通じて、IBM は、主要供給業者114 社に対して、気候変動に

ついてのアンケートに答えることを呼びかけました。 このアンケートの内容は、カーボン関連のリスク

と機会、排出報告、削減目標と計画、ガバナンス、仕入れ先の関与、製品のライフサイクルにかかわ

る問題でした。 114 の供給業者が、IBM の製造業務に関連する仕入れ先への支払い額の80 パー

セントと、サービスおよび一般調達品に対する支払い額の30 パーセントを占めています。 アンケー

トが届けられたIBM の供給業者 114 社のうち、72 社が回答を寄せました。 この63 パーセントという

回答率は、他のプロジェクト参加企業と比較して高めの数値です。 アンケートに寄せられた回答の

要点を次に示します。 

- 55 パーセントが、スコープ1 排出量を開示。 

- 54 パーセントが、スコープ2 排出量を開示。 

- 46 パーセントが、自社のスコープ1 およびスコープ2 総排出量の内訳を示すことが可能。 

- 44 パーセントが、温室効果ガス排出データの正確さを検証するシステムを設けている。 

- 44 パーセントが、温室効果ガス排出量削減計画を設けている。 

- 36 パーセントが、温室効果ガス排出や事業への気候変動の影響に関して仕入れ先の関与を得る戦

略を持ち、17 パーセントが仕入れ先を関与させる戦略が将来策定される可能性を示している。 

- 32 パーセントが、排出量削減目標を立てている。 

- 26 パーセントが、個人による気候変動の問題の管理を審査しているか、報奨を行っている。 

- 18 パーセントが、温室効果ガス排出量の原単位削減目標を立てている。 

IBM がこのプロジェクトに参加しているのは、重要な供給業者との協働によって、供給業者の事業の影響

について理解し、温室効果ガス排出目録と削減計画の作成に関して供給業者がどうような位置にあるのか

を評価するためです。 調査への回答からは、約3 分の 1 の製造業務関連供給業者に削減計画があり、非

製造業務関連供給業者については、その半数に計画があることが分かりました。 これは心強い結果です
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が、結果の数字は、サプライ・チェーンでのこのようなイニシアチブがまだ生まれたばかりであることを明らか

にしています。 供給業者に対してアンケートへの回答を求めるだけでなく、IBM 自身も、自社のお客様に

対する供給業者としての立場でアンケートに回答しました。 

2009 年にもIBM はこのプロジェクトに参加し、アンケートに回答した企業であれそうでない企業であれ、

主要な供給業者との協働を一層深めています。 これは、供給業者に対して、自社の事業からの温室効果

ガスの排出量について理解してそれを削減することを促すことが目的です。 

こうした活動の結果は、エネルギー効率およびプロセス効率の改善や自社事業からの温室効果ガスの削

減につながる行動を供給業者に対して奨励するために、IBM が取ることのできる次のステップを決定するた

めに利用されます。 

気候変動イニシアチブの支援 

IBM の気候変動に対する取り組みは全社的に行われ、企業としての当社の社会貢献活動の重点項目と

もなっています。 例えば、気候変動は、IBM が支援するワールド・コミュニティー・グリッド（World 

Community GridTM）に選ばれた現行の研究プロジェクト2 件のテーマとなっています。 また、IBM の重要な

パートナーシップの1 つの側面でもあります。 

ワールド・コミュニティー・グリッド 

¶ アフリカ気候モデリング(AfricanClimate@Home)： 

 ケープタウン大学の気候システム分析グループ（Climate Systems Analysis Group）による

AfricanClimate@Home プロジェクトは、アフリカの特定の地域における精度の高い気候モデルの開

発を行っています。 現在、行われている研究は、将来の気候変動の影響を理解するための基礎と

なり、気候変動の悪影響を軽減する対策の開発と実行を可能とすることを目指しています。 ワール

ド・コミュニティー・グリッドの巨大な演算能力が、アフリカの気候のさまざまなプロセスをシミュレーシ

ョンする上での不確実性の理解と削減のために利用されています。 African Climate@Home のフェ

ーズ 1 は終了し、本プロジェクトの科学者は、プロジェクトのフェーズ2 の準備として、結果の分析を

行っています。 

¶ 効率的な太陽電池開発(太陽光発電セルの研究)： 

 ハーバード大学のAspuru-Guzik グループの科学者は、再生可能エネルギー技術に使用する材

料を発見するために、ワールド・コミュニティー・グリッドを活用しています。 このクリーン・エネルギ

ー・プロジェクトの目的は、次世代の太陽光発電セルのための新材料や、ゆくゆくはエネルギー貯

蔵デバイスのための新材料を発見することです。 この課題を乗り越える力を与えるものは、化学で

す。 効率的に太陽光線を捕捉し、その後の利用のためにエネルギーを貯蔵し、必要な時に貯蔵さ

れたエネルギーを再変換する新たな材料を発見する上で、化学の力が役に立ちます。 ワールド・

コミュニティー・グリッドの莫大な能力を活用することで、研究室内での実験では到底不可能な数と

なる何万もの有機物質の電子的特性を計算し、手頃な価格の太陽エネルギー技術を開発する上で

最も有望な候補物質を特定することが可能です。 
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将来のための水資源 

2007 年 4 月、IBM とザ・ネイチャー・コン

サーバンシー(The Nature Conservancy: 

TNC)は、主要な水供給源である河川を保

全することを目的としたイニシアチブを発表

しました。 そのパートナーシップ「将来のた

めの水資源（Water for Tomorrow）」の中で

両者が策定した新しいコンピューター・モデ

リングの枠組みにおいても、気候が1 つの

側面となっています。 このパートナーシッ

プでは、気候、降水量、土地利用、植生、

生物多様性についてのさまざまなデータを

主要な河川流域について分析することができる意思決定支援システムが作成されているところです。 

コンピューター・モデリングとシナリオ予測に基づき、世界各地の河川流域の挙動を、動的な要因とその

流域への影響の可能性に基づいてシミュレーションすることが可能となります。 シナリオは充実した三次元

画像で視覚化されるため、計画担当者や政策立案者が土地利用や河川流域管理のさまざまな選択肢を検

討する際、各選択肢の影響の可能性を理解する上で役立ちます。 このような情報によって世界の大規模

河川の持続可能な管理が容易になり、環境にとっても淡水資源に依存する人間にとっても利益となります。 

このプロジェクトは、当初はブラジルのパラグアイ・パラナ川流域で実行されます。 その後は、同様の意

思決定支援システムを中国の揚子江、米国のミシシッピー川でも実現し、最終的には世界中の河川系にも

広めていくことが目標とされています。 研究の第 1 フェーズで開発されたツールは、2009 年後半に公開さ

れます。 


